媒介契約・３７条書面

１ 媒介契約（１）／問題編（11問） 同／解答解説編
２ 媒介契約（２）／問題編（９問） 同／解答解説編
３ ３７条書面（１）／問題編（10問） 同／解答解説編
４ ３７条書面（２）／問題編（12問） 同／解答解説編
□■ １ 媒介契約（１）／問題編
【問１】
宅地建物取引業者Ａが，ＢからＢ所有の土地付建物の売却の媒介を依頼され，ＡＢ間で媒介
契約が締結された場合，Ａは遅滞なく宅地建物取引業法第34条の２（以下，法第34条の２）の
規定に基づく媒介契約の内容を記載した書面を作成し，記名押印して，Ｂに交付しなければな
らない。（13-38-1）（1-46-4）（14-34-2）
【問２】
宅地建物取引業者Ａが，Ｂ所有建物の売買の媒介の依頼を受け，Ｂと一般媒介契約（専任媒
介契約でない媒介契約）を締結した場合，Ａは，遅滞なく，法第34条の２の規定により依頼者
に交付すべき書面を作成し，取引主任者をして記名押印させ，Ｂに交付しなければならない。
（12-36-1）（4-39-1）（9-36-4）
【問３】
宅地建物取引業者Ａが行う媒介契約において，法第34条の２に規定する依頼者とは，宅地建
物取引業者でない者をいい，同条の規定は，宅地建物取引業者相互間の媒介契約については適
用されない。（14-34-1）
【問４】
宅地建物取引業者は，宅地又は建物の売買又は交換の媒介契約を締結するときは，依頼者に
対し，当該宅地又は建物に関する都市計画法，建築基準法その他の法令に基づく制限の概要を
記載した書面を交付しなければならない。（7-40-2）
【問５】
宅地建物取引業者ＡがＢ所有の宅地の売却の媒介依頼を受け，Ｂと専任媒介契約を締結した
場合において，ＡがＢに宅地の価額について意見を述べる際に，Ｂからその根拠を明らかにす
る旨の請求がなければ，Ａはその根拠を明らかにする必要はない。
（16-39-3）（6-47-2）（9-36-1）（13-38-3）（19-39-2）
【問６】
宅地建物取引業者Ａは，ＢからＢ所有の土地の売却を依頼され，ＡＢ間で媒介契約を締結し
た場合，Ａは，その売買価額について，Ｂの希望価額とＡの適正と評価する価額とが異なると
きには，同種の取引事例等その根拠を明らかにして，Ｂに対し意見を述べることができる。
（1-46-2）
【問７】
宅地建物取引業者ＡがＢ所有地の売却の依頼を受け，Ｂと媒介契約を締結した場合において，
当該媒介契約が専任媒介契約又は専属専任媒介契約でない場合，ＡＢ間の合意により，ＢがＡ
以外の宅地建物取引業者に媒介を依頼する際は必ずＡに通知する旨の特約をしたときは，その
特約は，無効となる。（3-44-1）（12-36-2）
【問８】
宅地建物取引業者Ａが，Ｂ所有の宅地の売却の媒介依頼を受け，Ｂと媒介契約を締結した場
合に，Ｂの申出により，契約の有効期間を６月と定めた専任媒介契約を締結したときには，そ
の契約はすべて無効である。（17-36-ｱ）（11-37-1）
【問９】
宅地建物取引業者Ａが宅地建物取引業者でないＢからその所有地の売却の依頼を受け，Ｂと
専属専任媒介契約を締結した場合に，Ａは，Ｂとの合意により，当該専属専任媒介契約の有効
期間を，２月とすることはできるが，100日とすることはできない。
（6-47-3）（3-44-2）（12-37-2）
【問10】
宅地建物取引業者Ａは，ＢからＢ所有の宅地の売却について媒介の依頼を受けた。この場合
に，Ａは，Ｂとの間で有効期間を２か月とする専任媒介契約を締結する際，「Ｂが媒介契約を
更新する旨を申し出ない場合は，有効期間満了により自動更新するものとする」旨の特約を定
めることができる。
（19-39-4）（1-46-3）（4-39-3）（9-36-3）（13-38-4）（14-34-3）（15-43-4）
【問11】
宅地建物取引業者Ａが，Ｂ所有建物の売買の媒介の依頼を受け，Ｂと一般媒介契約（専任媒
介契約でない媒介契約）を締結した場合，ＢがＡに対して支払う報酬に関する事項については，
必ずしも法第34条の２の規定により依頼者に交付すべき書面に記載する必要はない。
（12-36-4）（4-39-2）
＊＊＊ １ 媒介契約（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［媒介契約書の作成・交付］
媒介契約を締結したときは，遅滞なく，媒介契約の内容を記載した書面（媒介契約書）を作
成して記名押印し，依頼者に交付しなければなりません。
＊ 媒介契約書は，一般媒介であっても専任媒介であっても交付する義務があります。
【問２】× ［媒介契約書への記名押印］
「取引主任者をして記名押印させ」が誤りです。
宅建業者は，媒介契約を締結したときは，遅滞なく，媒介契約書を作成して依頼者に交付し
なければなりませんが，この書面には，宅建業者の記名押印が必要です。
＊ 35条の重要事項説明書や37条書面と混同しないように。
【問３】× ［宅建業者間の媒介契約］
媒介契約の依頼者には，宅建業者も含みます。つまり，媒介契約に関する規定は，宅建業者
相互間についても適用されるのです。
【問４】× ［媒介契約書の記載事項］
媒介契約書には，物件に関する都計法，建基法その他法令に基づく制限の概要を記載する必
要はありません。
＊ ただし，専任媒介契約を締結したときは，法令に基づく制限で主要なものは，指定流通機構
への登録事項とされています。
【問５】× ［価額の根拠の明示義務］
物件の価額・評価額について意見を述べるときは，依頼者の請求がなくても，必ずその根拠
を明らかにしなければなりません。
＊ 国土交通省の「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方」（以下，解釈・運用）によれば，
明示方法は，書面でも口頭でもかまいません。
【問６】○ ［価額の根拠の明示義務］
物件の価額・評価額について意見を述べるときは，その根拠を明らかにする必要があります
が，意見の根拠としては，価格査定マニュアル，「同種の取引事例等」，合理的な説明がつくも
のでなければなりません。
＊ 「解釈・運用」によれば，意見の根拠としては，①価格査定マニュアル（財団法人不動産流
通近代化センターが作成した価格査定マニュアル，またはこれに準じた価格査定マニュアル）や，
②同種の取引事例等，合理的な説明がつくものであることとされています。
なお，根拠の明示は法律上の義務ですから，価額の査定等に要した費用は，依頼者に請求できま
せん。
【問７】× ［他の宅建業者の明示義務］
一の宅建業者だけに依頼しない一般媒介の場合には，依頼者が，①重ねて他の宅建業者に依
頼できるかどうかの許否，②これを許す場合の他の宅建業者を明示する義務があるかどうか（明
示義務の存否）を記載する必要があります。
したがって，依頼者ＢがＡ以外の宅建業者に依頼する際に，「必ずＡに通知する」旨の明示
義務を定めても，その特約は有効です。
【問８】× ［専任媒介契約の有効期間］
専任媒介契約の有効期間は，３ヵ月を超えることができず，これより長い期間を定めたとき
は，３ヵ月とされます。「６月」と定めた場合には，３ヵ月に短縮されるのであって，媒介契
約全体が無効となるのではありません。
【問９】○ ［専属専任媒介契約の有効期間］
専属専任媒介契約の有効期間は，３ヵ月を超えることができません。したがって，有効期間
を「２月とすることはできるが，100日とすることはできない」のです。
【問10】× ［専任媒介契約の有効期間の更新」
専任媒介契約の有効期間は，依頼者の申出があってはじめて更新できます。
これに反する特約は無効とされますから，依頼者Ｂが「更新する旨を申し出ない場合は，有
効期間満了により自動更新する」旨の特約は無効です。
＊ 有効期間は，依頼者の申出により更新できますが，更新の時から同じく３ヵ月を超えること
はできません。
＊ 「解釈・運用」によれば，更新手続は次のようになっています。
① 更新には依頼者の申出が必要であるが、この申出は後日の紛争を避けるため文書によって確
認することが望ましい（標準媒介契約約款では文書による申出を更新の要件としている）。
② 更新の申出は，有効期間満了の都度行われるべきもので，あらかじめ更新することを約定す
ることは許されない。
③ なお，依頼者の申出はあっても，宅建業者が更新に同意しないときは契約は更新されない。
【問11】× ［報酬に関する事項］
報酬に関する事項は，一般・専任に関係なく，必ず媒介契約書に記載する必要があります。
報酬額をあらかじめ明確にして，後日の紛争を防止します。
＊ 媒介業務の報酬に関しては，後日，報酬の項でくわしく練習します。
□■ ２ 媒介契約（２）／問題編
【問12】
宅地建物取引業者Ａが，Ｂ所有地の売買の媒介の依頼を受け，Ｂと専任媒介契約を締結した
場合，当該契約には，Ｂが，他の宅地建物取引業者の媒介又は代理によって売買又は交換の契
約を成立させたときの措置を定めなければならない。（12-37-1）（9-36-2）
【問13】
宅地建物取引業者Ａが宅地建物取引業者でないＢからその所有地の売却の依頼を受け，Ｂと
専属専任媒介契約を締結した場合には，Ｂは，当該物件の媒介の依頼を宅地建物取引業者Ｃに
重ねて依頼することはできないが，Ｂの親族Ｄと直接売買契約を締結することができる。
（6-47-4）（17-36-ｳ）
【問14】
宅地建物取引業者Ａが，Ｂから宅地の売却の依頼を受け，Ｂと専属専任媒介契約を締結した
場合に，Ｂが宅地建物取引業者である場合でも，Ａが媒介契約を締結したときにＢに交付すべ
き書面には，ＢがＡの探索した相手方以外の者と宅地の売買又は交換の契約を締結したときの
措置を記載しなければならない。（11-37-3）
【問15】
宅地建物取引業者Ａが，Ｂ所有の宅地の売却の媒介依頼を受け，Ｂと専任媒介契約を締結す
るにあたって，業務処理状況を５日に１回報告するという特約は無効である。
（16-39-4）（1-46-1）（3-44-3）（10-45-4）（12-37-4）（14-34-4）（17-36-ｲ）
【問16】
宅地建物取引業者Ａは，ＢからＢ所有の宅地の売却について媒介の依頼を受け，Ｂとの間に
媒介契約を締結した。この場合，Ａは，当該契約が国土交通大臣が定める標準媒介契約約款に
基づくものであるか否かの別を，法第34条の２第１項の規定に基づき交付すべき書面に記載し
なければならない。（19-39-1）（7-40-1）（16-39-1）
【問17】
宅地建物取引業者Ａが，宅地の所有者Ｂからその宅地の売買の媒介を依頼され，媒介契約を
締結した場合，ＡＢ間の媒介契約が専任媒介契約でないときは，Ａは，契約の相手方を探索す
るため，当該宅地について指定流通機構に登録することはできない。（11-39-1）
【問18】
宅地建物取引業者ＡがＢ所有地の売却の依頼を受け，Ｂと専属専任媒介契約を締結した場合
において，ＡＢ間の合意により，国土交通大臣が指定する流通機構に当該宅地を登録しなくて
もよい旨の特約をしたときは，その特約は，無効となる。
（3-44-4）（4-39-4）（6-47-1）（11-37-2）（15-43-2）
【問19】
宅地建物取引業者は，専属専任媒介契約を締結したときは，売買又は交換の媒介の依頼の目
的である宅地又は建物を，国土交通大臣が指定する者に当該契約の締結の日から７日以内（休
業日を除く。）に登録しなければならない。
（7-40-4）（10-45-2）（11-39-2）（13-38-2）（15-43-3）（19-39-3）
【問20】
宅地建物取引業者Ａが，Ｂ所有地の売買の媒介の依頼を受け，Ｂと専任媒介契約を締結した
場合に，「当該Ｂ所有地についての売買すべき価額は指定流通機構への登録事項とはしない」
旨の特約をしたときは，その特約は無効である。（12-37-3）
＊＊＊ ２ 媒介契約（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問12】○ ［二重依頼禁止違反の措置］
専任媒介契約は，依頼者が，他の宅建業者に重ねて媒介・代理を依頼する二重依頼を禁止す
る媒介契約ですから，これに違反したときの措置，つまり，依頼者が他の宅建業者によって売
買等を成立させたときの措置を定める必要があります（要するに，依頼者の契約違反の措置で
す）。
＊ 依頼者が宅建業者であっても，これを省略することはできません。
【問13】× ［自己発見取引の禁止］
専属専任媒介契約は，宅建業者が探索した相手方以外の者と，依頼者が直接契約することを
禁じる専任媒介契約です（自己発見取引の禁止）。
つまり，依頼者Ｂは，①Ａ以外の宅建業者が探索した相手方はもちろん，②自ら探索した相
手方との直接契約が禁止されるわけですから，たとえ相手方が「親族」や知人・近隣者であっ
ても，直接売買契約を締結することはできません。
【問14】○ ［専属専任媒介契約書の記載事項］
専属専任媒介契約の場合，依頼者Ｂは，宅建業者Ａが探索した相手方以外の者と売買等の契
約を締結できないため，あらかじめ媒介契約書には，これに違反したときの措置を記載しなけ
ればなりません（要するに，依頼者の契約違反の措置です）。
この記載は，依頼者Ｂが宅建業者であっても，省略できません。
【問15】× ［業務処理状況の報告回数］
業務処理状況の報告義務は，専任媒介の場合，２週間に１回以上で，これに反する特約は無
効となります。したがって，「５日に１回」とする特約であれば有効です。
＊ 業務処理状況の報告義務
① 専任媒介の場合２週間に１回以上
② 専属専任媒介の場合１週間に１回以上
＊ 実務上，報告の方法は，文書または電子メールのいずれかにより行います。
【問16】○ ［標準媒介契約約款であるか否かの別］
媒介契約を締結したときは，その契約が国土交通大臣の定める標準媒介契約約款に基づくも
のであるか否かの別を，媒介契約書に記載しなければなりません。
【問17】× ［一般媒介契約の場合の登録］
一般媒介の場合でも，指定流通機構に登録することができます。
専任媒介・専属専任媒介の場合，登録は宅建業法上の義務ですが，一般媒介の場合は，登録
するかどうかは任意です。
【問18】○ ［指定流通機構への登録義務］
宅建業者は，専任媒介または専属専任媒介契約を締結したときは，相手方を探索するため，
法定期間内に物件に関する所定事項を指定流通機構に登録する義務があります。
これに反する特約は無効とされますので，「登録しなくてもよい」旨の特約は無効となります。
＊ 依頼者からあらかじめ，「指定流通機構には登録しなくてもよい」旨の承諾を得ていても，
登録を省略することはできません。
【問19】× ［指定流通機構への登録期限］
「７日以内」が誤りです。
専属専任媒介契約の場合，契約締結の日から休業日を除いて５日以内に，物件に関する所定
事項を指定流通機構に登録しなければなりません。
＊ 指定流通機構への登録期間（※休業日数は算入しません）
① 専任媒介の締結日から７日以内
② 専属専任媒介の締結日から５日以内
【問20】○ ［指定流通機構への登録事項］
専任媒介・専属専任媒介契約を締結したときは，物件に関する，①所在，②規模，③形質，
④売買価額・評価額など，所定事項を指定流通機構に登録しなければなりません。
これに反する特約は無効とされますから，売買価額を「登録事項とはしない」旨の特約は無
効です。
＊ 専任媒介契約が専属専任媒介であるときは，その旨も登録しなければなりません。
□■ ３ ３７条書面（１）／問題編
※ 問題文・解説の中で，「法第37条の規定に基づく契約内容を記載した書面」を37条書面また
は契約書面，「法第35条の規定に基づく重要事項を記載した書面」を35条書面または重要事項説明
書として使用していることがあります。
【問１】
法第37条に規定する書面は，宅地又は建物の取引に係る契約書とは本来別個のものであるの
で，必ず取引の契約書とは別に当該書面を作成し，交付しなければならない。
（14-38-2）
【問２】
売主Ａ，買主Ｂの間の宅地の売買について宅地建物取引業者Ｃが媒介をした場合に，Ｃは，
Ｂに対しては37条書面を交付したが，Ａに対しては37条書面を交付しなかった。この場合，Ｃ
は，宅建業法の規定に違反する。（8-38-4）（15-37-2）
【問３】
売主Ａ，買主Ｂの間の宅地の売買について宅地建物取引業者Ｃが媒介をした。Ｃは，ＡとＢ
との契約が成立したので，取引主任者に記名押印させ，ＡとＢに対して法第37条の規定に基づ
く契約内容を記載した書面を交付したが，両者に対して書面に記載された事項を説明しなかっ
た。この場合，Ｃは，宅建業法の規定に違反する。（17-39-3）（4-42-3）
【問４】
宅地建物取引業者が土地売買における売主の代理として法第37条の規定に基づく契約書面を
作成するに当たっては，専任でない取引主任者が記名押印してもよい。
（17-40-2）（8-38-3）（14-38-1）（15-37-1）
【問５】
宅地建物取引業者が自ら売主として法第37条に規定する書面を交付する場合に，売買の対象
が工事完了前の物件で，完成の時期が未定であったので，引渡しの時期についてこれを定めず，
買主の承諾を得てその記載をしなかった。この場合，宅建業法の規定に違反する。
（2-49-1）（10-43-2）（13-39-3）
【問６】
宅地建物取引業者は，宅地の売買を媒介する契約が成立した場合，法第37条の規定により，
その契約の各当事者に書面を交付しなければならないが，「代金以外の金銭の授受に関する定
めがあるときは，その額並びに当該金銭の授受の時期及び目的」について，当該書面に記載し
なければならない。（13-35-1）
【問７】
宅地建物取引業者は，宅地の売買を媒介する契約が成立した場合，法第37条の規定により，
その契約の各当事者に書面を交付しなければならないが，損害賠償額の予定又は違約金に関す
る定めがあるときは，その内容については，当該書面に記載しなくてもよい。
（13-35-3）（12-34-4）（18-37-ｲ）
【問８】
宅地建物取引業者が自ら売主として37条書面を交付する場合に，金銭の貸借のあっせんの定
めをしたが，その履行が確実であったので，当該あっせんに係る金銭の貸借が成立しないとき
の措置について，これを定めず，買主の承諾を得てその記載をしなかった。この場合，宅建業
法の規定に違反する。（2-49-4）
【問９】
宅地建物取引業者が自ら売主として37条書面を交付する場合に，天災その他不可抗力による
損害の負担について，不確定な要素であったので，これを定めず，買主の承諾を得て，その記
載をしなかった。この場合，宅建業法の規定に違反しない。
（2-49-2）（11-35-2）（18-37-ｳ）
【問10】
宅地建物取引業者Ａは，宅地の売買を媒介し，契約が成立した場合，法第37条の規定により，
その契約の各当事者に書面を交付しなければならないが，当該宅地に係る租税その他の公課の
負担に関する定めがあるときは，その内容は，当該書面に記載しなくてもよい。
（13-35-4）（2-49-3）（11-35-4）
＊＊＊ ３ ３７条書面（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［37条書面と契約書］
37条書面は，民法のいわゆる契約書とは本来別個のものですが，法第37条に掲げる事項が記
載された契約書であれば，この契約書をもって37条書面とすることができます。
必ず「契約書とは別に」作成しなければならない，というものではありません。
【問２】○ ［37条書面の交付の相手方］
媒介により売買契約が成立したときは，宅建業者は，売主・買主の双方に37条書面を交付す
る義務があります。売主Ａに交付しなかったＣは，宅建業法に違反します。
＊ 貸借の場合には，貸主・借主双方に交付することになります。
【問３】× ［契約書面の交付義務］
宅建業者は，「取引主任者に記名押印」させた37条書面の交付義務はありますが，その記載
事項について説明義務はありません。重要事項説明書とは違います。
＊ 売主Ａ，買主Ｂの同意があっても，37条書面の交付を省略することはできません。
【問４】○ ［取引主任者の記名押印］
宅建業者は，取引主任者をして，37条の契約書面に記名押印させる義務がありますが，この
取引主任者は，必ずしも専任である必要はないのです。
＊ 専任でなければできない取引主任者の事務というのはありません。15条１項の専任の取引主
任者の設置義務と混同しないように。
【問５】○ ［引渡時期］
物件の引渡時期は，37条書面に必ず記載しなければなりません（必要的記載事項）。
完成時期が確定せず，買主の承諾があっても，省略すれば違反となります。売買・交換・貸
借に共通です。
＊ 37条書面の記載事項は，①売買・交換の場合と，②貸借とでは異なっています。この違いを
押さえることが大事なポイント。
【問６】○ ［代金等以外の金銭］
売買の場合，「代金以外の金銭」の授受に関しては，定めがあるときに，①その額，②授受の
時期と目的を記載する必要があります（任意的記載事項）。
【問７】× ［損害賠償額の予定］
損害賠償額の予定または違約金は，定めがあるときは，その内容を記載する必要があります
（任意的記載事項）。売買・交換・貸借に共通です。
＊ 民法でも学習しましたが，当事者の債務不履行によって契約が解除された場合，手付金・中
間金などを返還すると同時に，解除権者は相手方に対し損害賠償を請求できますが（民法545条），
損害額を立証することが困難なため，あらかじめ損害額を契約締結時に定めておきます（損害賠償
額の予定）。通常，売買代金の10％～20％で定められます。
＊ 宅建業者が自ら売主となるときは，売買代金額の20％を超えることはできません。
【問８】○ ［代金等の貸借のあっせん］
代金・交換差金に関する金銭貸借のあっせんについては，定めがあるときには，貸借が成立
しないときの措置を記載しなければなりません（任意的記載事項）。
「金銭の貸借のあっせんの定めをした」のに，その貸借が成立しないときの措置を定めず，
記載をしない場合は，違反となります。
【問９】○ ［危険負担］
危険負担については，定めがあるときは，その内容を記載する必要がありますが，定めなか
ったときは，省略しても違反とはなりません（売買・交換・貸借に共通）。
【問10】× ［租税等の公課負担］
売買の場合，宅地に係る固定資産税などの租税その他の公課負担については，定めがあると
きは，その内容を37条書面に記載する必要があります（任意的記載事項）。
＊ たとえば，日割計算によって「負担割合を定めた」場合には，買主の承諾があっても，その
記載を省略することはできません。
＊ 貸借の場合には記載事項ではありません。租税等は，本来，所有者が負担するものですか
ら，所有権が移転する売買・交換の場合の記載事項となります。
＊ 固定資産税は，物件を譲渡した年の１月１日における登記名義人に課税されますから，たと
えば４月30日に譲渡しても，旧登記名義人に全額課税されてしまいます。そこで，当事者間で，５
月１日以降の分は新登記名義人が負担するというように，通常，日割計算あるいは納付期に分けて，
税負担を分担する取り決めが行われます。
□■ ４ ３７条書面（２）／問題編
【問11】
宅地建物取引業者が，その媒介により宅地の貸借の契約を成立させた場合に，借賃の額並び
にその支払の時期及び方法は，37条書面に必ず記載すべき事項である。（12-34-1）
【問12】
宅地建物取引業者が，その媒介により建物の貸借の契約を成立させた場合に，借賃について
の融資のあっせんに関する定めがあるときは，当該融資が成立しないときの措置を37条書面に
必ず記載しなければならない。（11-35-1）
【問13】
宅地建物取引業者が，その媒介により宅地の貸借の契約を成立させた場合に，契約の更新に
関する事項は，37条書面に必ず記載すべき事項である。（12-34-3）
【問14】
宅地建物取引業者が，その媒介により宅地の貸借の契約を成立させた場合に，契約の解除に
関する定めがあるときは，その内容は，37条書面において必ず記載すべき事項である。
（12-34-2）
【問15】
宅地建物取引業者が建物の貸借の媒介を行う場合，当該建物の瑕疵を担保すべき責任につい
ての定めがあるとき，その内容は，37条書面に必ず記載しなければならない。
（18-37-ア）（11-35-3）
【問16】
宅地建物取引業者Ａが，宅地の所有者Ｂから定期借地権（借地借家法第22条）の設定を受け
てその宅地に建物を建築し，Ｂの承諾を得て定期借地権付きで建物をＣに売却する契約を締結
した。この場合，Ａは，37条書面に，定期借地権の存続期間終了時における建物の取壊しに関
する事項の内容を記載しなければならない。（10-43-3）
【問17】
宅地及び建物の売買の媒介において，買主が宅地建物取引業者である場合，35条書面の交付
は省略することができるが，37条書面の交付は省略することができない。
（4-42-1）（19-40-2･3）
【問18】
法第35条に規定する重要事項を記載した書面には，説明した取引主任者Ｃが記名押印をした
が，法第37条に規定する書面には，Ｃが急病で入院したため，専任の取引主任者Ｄが自ら記名
押印した。この場合，宅建業法に違反しない。（14-38-4）
【問19】
宅地建物取引業者は宅地及び建物の売買の媒介において，35条書面の交付は契約締結前に，
37条書面の交付は契約締結後に，いずれも売主買主双方に対して，行わなければならない。
（4-42-2）
【問20】
宅地建物取引業者が，宅地又は建物の売買の媒介に際して，契約の解除については，特に定
めをしなかったため，重要事項説明書にはその旨記載し内容を説明したが，契約書面には記載
しなかった。この場合，宅建業法の規定に違反しない。（13-39-1）
【問21】
宅地建物取引業者が，宅地又は建物の売買の媒介に際して，代金の額及びその支払の時期に
ついては，重要事項説明書に記載し内容を説明したが，契約書面には記載しなかった。この場
合，宅建業法の規定に違反しない。（13-39-2）
【問22】
宅地建物取引業者が，宅地又は建物の売買の媒介に際して，移転登記の申請の時期について
は，特に定めをしなかったため，重要事項説明書にはその旨記載し内容を説明したが，契約書
面には記載しなかった。この場合，宅建業法の規定に違反する。（13-39-4）
＊＊＊ ４ ３７条書面（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問11】○ ［借賃の額等］
貸借が成立したときは，必ず37条書面に，①借賃の額，②支払時期，③支払方法を記載しな
ければなりません。
【問12】× ［借賃の貸借のあっせん］
貸借の場合，借賃については，融資のあっせんに関する「定めがあるとき」でも，「融資が
成立しないときの措置」を記載する必要はありません。代金や交換差金と違って少額であるた
め，記載不要とされています。
【問13】× ［契約更新に関する事項］
貸借の場合でも，契約更新に関する事項は，37条書面には記載不要です。
すでに重要事項説明書に記載・説明されているからです。
【問14】○ ［契約解除に関する定め］
契約の解除に関する事項は，定めがあるときはその内容を必ず記載する必要があります（売
買・交換・貸借に共通）。
＊ 売買の場合には，買主が代金の一部に充当するため，通常，銀行融資による「住宅ローン」
を利用することが多く，このローン審査にパスせず融資の承認が得られないときに備えて「契約解
除の特約」がなされます（ローン特約条項）。
【問15】× ［瑕疵担保責任］
宅地・建物の瑕疵担保責任，またはその履行に関して講ずべき保証保険契約の締結等の措置
は，もともと売買・交換における売主等としての責任ですから，貸借の場合には問題となりま
せん。記載不要です。
【問16】× ［建物の取壊しに関する事項］
定期借地権がある場合，借地契約終了時における借地上の「建物の取壊しに関する事項」は，
重要事項説明書に記載します。「37条書面」ではありません。
期間の更新をみとめない定期借地権が設定されている場合，借地契約終了後の建物の存続は，
建物の買主Ｃにとって重大な関心事ですから，建物の売買契約が成立するまでに説明しておか
なければならないのです。
【問17】× ［宅建業者間取引］
35条書面，37条書面ともに，その交付は，買主が宅建業者であっても省略することはできま
せん。宅建業者間取引にも適用されます。
【問18】○ ［取引主任者の記名押印］
両書面とも，取引主任者が記名押印すればよく，必ずしも実際に説明・交付を担当した取引
主任者である必要はなく，不在の取引主任者Ｃに代わって，取引主任者Ｄが記名押印しても違
反とはなりません。
【問19】× ［交付の相手方］
「いずれも売主買主双方に対して」が誤りです。
「売買の媒介」ですから，37条書面は，契約の当事者である売主・買主双方に対して交付す
る必要がありますが，35条書面（重要事項説明書）は，物件を取得しようとしている買主にの
み交付します。
【問20】○ ［契約解除に関する事項］
契約の解除に関する事項は，特に「定めをしなかった」場合でも，重要事項説明書には必ず
その旨記載し内容を説明しなければなりません。
しかし，定めがないときは，契約書面には記載不要です。
【問21】× ［代金の額・支払時期］
売買の場合，①代金の額，②支払時期，③支払方法は，重要事項説明書に記載・説明する必
要はありませんが，契約書面には必ず記載しなければなりません。記載を欠けば，違反となり
ます。
【問22】○ ［移転登記の申請時期］
移転登記の申請時期は，重要事項説明書に記載・説明する必要はありませんが，特に「定め
をしなかった」場合でも，契約書面に___________は必ず記載する必要があります。記載を欠けば，違反となります。
□■ 目次
【宅建業法／自ら売主の８種制限１ 】（問題数３４問）
１ 自ら売主の８種制限（１）／問題編（11問） 同／解答解説編
２ 自ら売主の８種制限（２）／問題編（９問） 同／解答解説編
３ 自ら売主の８種制限（３）／問題編（８問） 同／解答解説編
４ 自ら売主の８種制限（４）／問題編（６問） 同／解答解説編
□■ １ 自ら売主の８種制限（１）／問題編
【問１】
宅地建物取引業者ＡがＢから土地を取得して，宅地に造成し，自ら売主となって，Ｃに分譲
する場合に，ＡＢ間の売買契約が締結されても，土地の引渡しがすむまでの間は，Ａは，宅地
建物取引業者でないＣと，売買契約を締結してはならない。
（5-39-3）（1-48-4）（3-42-2）（7-47-2）（17-35-1）
【問２】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主として，Ｂ所有の宅地（造成工事完了後）をＣに売却しよ
うとしている。この場合，ＡがＢから当該宅地を取得する契約の予約を締結しているときは，
Ａが予約完結権を行使するまでの間であっても，Ａは，宅地建物取引業者でないＣと売買契約
を締結できる。（9-45-2）（3-42-4）（5-39-1）（17-35-3）
【問３】
宅地建物取引業者Ａが自己の所有に属しない建物について，自ら売主として，宅地建物取引
業者でないＢと売買契約を締結する場合に，Ａが当該建物を取得する契約を締結している場合
であっても，その契約が停止条件付きであるときは，当該建物の売買契約を締結してはならな
い。（19-41-1）（3-42-1）（5-39-4）（17-35-4）
【問４】
宅地建物取引業者ＡがＢから土地を取得して，宅地に造成し，自ら売主となってＣに分譲す
る場合に，ＡＢ間の売買契約において，ＡがＢに代替地を提供することを停止条件とする特約
があるときは，Ａは，その条件が成就するまでの間は，宅地建物取引業者であるＣと，売買契
約を締結してはならない。（5-39-2）（3-42-3）（6-44-1）（9-45-1･3）（11-40-3）（18-38-3）
【問５】
宅地建物取引業者Ａが自ら売主として，宅地建物取引業者でないＢと宅地の売買契約を締結
した場合において，ＢがＡの事務所で買受けの申込みをし，１週間後にＢの自宅の近所の喫茶
店で売買契約を締結したときには，Ｂは，当該契約を締結した日から８日以内であれば，法第
37条の２の規定により契約を解除することができる。（10-36-3）（5-41-3）（17-41-2）
【問６】
宅地建物取引業者でない買主Ａは宅地建物取引業者である売主Ｂの営業マンの申出により，
Ａの勤務先で宅地の売買契約を締結した。この場合，Ａは法第37条の２の規定によりその契約
を解除することができない。（6-42-2）（12-41-2）（20-39-1）
【問７】
宅地建物取引業者Ａが自ら売主となって宅地の売買契約を締結した場合に，買主Ｃが宅地建
物取引業者でない場合，売買契約の締結がＣの自宅で行われても，その場所の指定がＣの申出
によるものであるときは，Ｃは，法第37条の２の規定による売買契約の解除をすることができ
ない。（5-41-2）（14-45-1）
【問８】
売主を宅地建物取引業者であるＡ，買主を宅地建物取引業者でないＢとの宅地の売買契約に
おいて，Ａが他の宅地建物取引業者Ｃに当該宅地の売却の媒介を依頼している場合，Ｂは，Ｃ
の事務所において当該売買契約の申込みを行った場合であっても，法第37条の２の規定に基づ
く売買契約の解除を行うことができる。（16-42-4）（3-46-4）（6-42-3）
【問９】
宅地建物取引業者Ａが自ら売主として，宅地建物取引業者でないＢとの間で土地付建物の売
買契約を締結した。この場合に，Ｂは，Ａが設置したテント張りの案内所で買受けの申込みを
し，翌日Ａの事務所で契約を締結したときには，それ以降は一切法第37条の２による当該契約
の解除を行うことはできない。
（18-39-1）（3-46-3）（5-41-4）（6-42-4）（7-47-3）（15-39-1）
【問10】
売主を宅地建物取引業者であるＡ，買主を宅地建物取引業者でないＢとする宅地の売買契約
で，Ｂが，法第37条の２の規定に基づき売買契約の解除を行う場合において，Ａが，売買契約
を締結した際に，売買契約の解除ができる旨及びその方法について口頭のみで告知したときは，
その告知した日から起算して10日後で，かつ，代金の一部を支払った後であっても，Ｂは，当
該売買契約を解除することができる。
（12-41-1）（1-38-1）（13-44-1）（15-39-2）（16-42-2）（17-41-4）（20-1･2･3）
【問11】
宅地建物取引業者でないＡは，宅地建物取引業者Ｂに対し，Ｂが売主である宅地建物につい
て，Ａの自宅付近の喫茶店で，その買受けの申込みをした。この場合，Ａは，申込みの撤回を
書面により行う必要があり，その効力は，Ａが申込みの撤回を行う旨の書面を発した時に生ず
る。（13-44-2）（1-38-2）（4-45-2）
＊＊＊ １ 自ら売主の８種制限（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［自己所有でない物件の売買］
宅建業者Ａは，Ｂの土地についてあらかじめＢと売買契約を締結していれば，「土地の引渡
し」に関係なく，宅建業者でないＣと売買契約を締結することができます。
＊ いいかえれば，宅建業者が自ら売主となって，自己所有でない物件を宅建業者でない買主に
売却するには，あらかじめその物件について取得契約・予約をしておかなければならないのです。
■ 他人の所有物についても，民法上は有効に売買契約をすることができました（民法560条）。
この場合は，売主に，その他人から所有権を取得して買主に移転する義務が生じ，移転できなけれ
ば債務不履行として損害賠償の問題となるだけです。
しかし，宅建業法でこれを認めると，一般購入者に物件が渡らない危険性があるため，取引物件
についてあらかじめ宅建業者が売買契約などの取得契約をしていないと，売買できないことにした
のです（損害賠償で解決すればいいとはしていないのです）。
【問２】○ ［売買予約した物件の売買］
宅建業者Ａは，Ｂ所有の宅地についてＢと売買予約を締結していれば，予約完結権を行使し
ていなくても，宅建業者でないＣと売買契約を締結できます。
【問３】○ ［停止条件付の取得契約］
自己所有でない物件について，あらかじめ取得契約を締結していても停止条件付の場合には，
宅建業者は，自ら売主となって宅建業者でない買主と売買契約を締結することはできません。
停止条件は，成就するかどうかが不確実なため，取得契約を締結していても，一般購入者が
物件を取得できるかどうか不確実だからです。
＊ この制限は，買主も宅建業者である場合（宅建業者間取引）には適用されませんから，買主
が宅建業者であるときは売買契約を締結することができます。
＊ 停止条件が成就して売買契約が効力を生じた後であれば，宅建業者でない買主と売買契約を
締結できます。
【問４】× ［宅建業者間取引］
宅建業者は，自己所有でない物件について，自ら売主となる売買契約を締結してはなりませ
ん。ただし，この制限は宅建業者間の取引には適用されませんから，宅建業者Ａが，自己所有
でない建物について，宅建業者Ｂと売買契約を締結しても違反とはなりません。
＊ 原則として，自己所有でない物件を売買してはならないという制限は，一般購入者を保護す
るためですから，買主も専門業者であるような宅建業者同士の取引には適用がないのです。
【問５】× ［宅建業者の事務所］
クーリング・オフ制度は，事務所等以外の場所において，買受けの申込みまたは売買契約を
締結した場合に適用されます。
したがって，買主Ｂが，宅建業者Ａの「事務所で買受けの申込み」をした以上，後日，「喫
茶店で売買契約を締結」しても，もはやクーリング・オフによる保護はなく，したがってまた，
「８日以内」という期限の適用もありません。
＊ まず「買受けの申込み」が，①事務所等でなされたか，②事務所等以外の場所でなされたか
でクーリング・オフ適用の有無が決まりますから，その後「契約の締結」が，どちらで行われたか
は影響がありません。
【問６】× ［買主の勤務先］
買主の勤務先であっても，「営業マンの申出」による場合は，事務所等以外の場所となり，ク
ーリング・オフにより契約を解除できます。
＊ 買主の勤務先と自宅は，「買主の申出」による場合にのみ，事務所等に該当することとなり，
クーリング・オフによる契約解除はできなくなります。
■ クーリング・オフというのは，要するに，契約の申込みや締結は事務所等でしなさい，とい
う契約場所の規制です。一般購入者にとって，宅地・建物という大変高価な買い物をするわけです
から，冷静になって判断できる場所＝事務所等でなければならないというわけです。
【問７】○ ［買主の自宅］
買主の申出による自宅は，事務所等に該当します。
したがって，売買契約が，買主「Ｃの申出」による「Ｃの自宅」で締結された場合には，Ｃ
は，クーリング・オフによる契約の解除はできません。
【問８】× ［他の宅建業者の事務所］
売主である宅建業者から売買の媒介の依頼を受けた宅建業者の事務所もまた，事務所等に該
当しますから，「Ｃの事務所」で契約の申込みをした以上，買主Ｂは，クーリング・オフによ
る契約解除はできません。
【問９】× ［テント張りの案内所］
「テント張りの案内所」のような一時的かつ移動容易なもの（土地に定着しないもの）は，
事務所等以外の場所に該当します。
この案内所で「買受けの申込み」をしたのであれば，翌日，宅建業者の「事務所で契約を締
結」したときでも，クーリング・オフによる契約解除ができます。
＊ 「案内所」でも，土地に定着する建物内に設けられた「モデルルーム」や「モデルハウ
ス」は，事務所等に該当します。買受けの申込みや売買契約の締結が「モデルルーム」で行われた
場合には，モデルルームについて50条２項による「案内所等の届出」があるか否かに関係なく，申
込み等の撤回はできません。
＊ ほかに事務所等以外の場所として，取引銀行の店舗内，ホテルのロビー，喫茶店，レスト
ランなどが出題されました。
＊ クーリング・オフ制度は，宅建業者が自ら売主となった場合に適用されます。宅建業者でな
い者が売主となる売買契約を，宅建業者が「テント張りの案内所」で媒介しても，適用はありませ
ん。
【問10】○ ［告知の方法］
「解除ができる旨及びその方法について」告げるときは，書面を交付して行わなければなら
ず，クーリング・オフができる８日間という期間は，書面で告げられた日から起算されます。
「口頭のみで告知」した場合は，８日間そのものが起算されませんから，告知10日後であっ
ても，「代金の一部を支払った」にすぎない買主は，契約解除ができます。
＊ 申込みの撤回等の意思表示が明確になればいいのですから，書面であればよく，とくに書式
に制限はありません。
＊ クーリング・オフについて何も告げられないときは，いつまでたっても起算日が発生せず，
履行行為を完了するまでは解除できます。
【問11】○ ［撤回の効力発生時期］
申込みの撤回等の効力は，買主が，その旨の書面を発した時に生じます。
■ 意思表示は，相手方に到達した時に効力を生じるのが民法の原則ですが（到達主義），クー
リング・オフ制度の場合には，申込者等の利益を考慮して，発信主義が採用されています。
□■ ２ 自ら売主の８種制限（２）／問題編
【問12】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主となり，宅地建物取引業者でない買主Ｄとの間で締結した
宅地の売買契約において，Ｄは，ホテルのロビーで買受けの申込みをし，翌日，Ａの事務所で
契約を締結した際に手付金を支払った。その３日後，Ｄから，クーリング・オフの書面が送付
されてきた場合，Ａは，契約の解除に伴う損害額と手付金を相殺することができる。
（15-39-3）（1-38-4）（13-44-3）（14-45-4）（20-40-3）
【問13】
宅地建物取引業者Ａが自ら売主として建物の売買契約を締結した際に，宅地建物取引業者で
ある買主Ｄは，建物の物件の説明をＡの事務所で受け，後日，Ａの事務所近くの喫茶店で買受
けを申し込むとともに売買契約を締結した。この場合，Ｄは法第37条の２の規定に基づき売買
契約を解除することができる。（14-45-3）（1-38-3）（4-45-4）（5-41-1）
【問14】
宅地建物取引業者Ａが自ら売主として宅地建物取引業者でない買主Ｂと土地付建物の売買契
約を締結した際に，Ｂはホテルのロビーにおいて買受けの申込みをし，当該場所において売買
契約を締結した。この場合，Ｂが既に当該土地付建物の引渡しを受け，かつ，代金の全部を支
払った場合でも，Ａが法第37条の２に規定する内容について書面で説明していないときは，Ｂ
は当該契約を解除することができる。
（17-41-3）（4-45-3）（8-49-1）（12-41-4）（13-44-4）（15-39-4）
（19-41-4）（20-39-4）
【問15】
売主を宅地建物取引業者であるＡ，買主を宅地建物取引業者でないＢとの宅地の売買契約に
おいて，Ｂが法第37条の２の規定に基づき契約の解除ができる期間は，売買契約の解除ができ
る旨及びその方法について告げられた日から起算して８日間とされるが，特約で当該期間を10

日間に延長したり，７日間に短縮した場合，これらの特約は有効である。
（16-42-1）（7-45-3）（4-45-1）
【問16】
宅地建物取引業者Ａが自ら売主としてマンション（価格１億7,000万円）の売買契約を宅地
建物取引業者でない買主Ｂと締結した場合に，ＡＢ双方の債務不履行による契約解除に関し，
違約金については2,500万円とし，別に損害賠償額の予定として1,000万円とするとした特約
は，宅建業法の規定に違反する。
（4-44-4）（5-43-2）（7-43-2）（10-36-2）（12-40-4）（15-38-4）
（17-43-2）（18-39-2）（20-40-2）
【問17】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主として，マンション（販売価額3,000万円）について宅地
建物取引業者でないＥと売買契約を締結するに際して，当事者の債務不履行を理由とする契約
の解除に伴う損害賠償の予定額を600万円，それとは別に違約金を600万円とする特約を定め
た場合，これらの特約はすべて無効である。
（17-43-4）（1-48-3）（6-43-2）（7-45-4）（8-46-4）（11-33-4）
（14-40-4）（19-41-2）
【問18】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主となり，宅地建物取引業者でない買主Ｂとの間で，中古住
宅及びその敷地である土地を，代金3,500万円，うち手付金500万円で売買契約を締結しよう
とする場合に，債務不履行を理由とする契約の解除に伴う損害賠償額の定めがないときは，損
害賠償の請求額は，売買代金の額の２割である700万円が上限である。
（15-41-2）（2-40-3）（17-43-3）
【問19】
宅地建物取引業者Ａが自ら売主として，宅地建物取引業者でない買主Ｂと宅地（価格5,000

万円）の売買契約を締結した場合に，「債務不履行による契約解除に伴う損害賠償の予定額を
500万円とする」旨の特約をした場合でも，Ａの実際に被った損害の額が予定額を超えること
を証明できるときは，Ａは，1,000万円を限度として，500万円を超える額の損害賠償を請求す
ることができる。（8-46-3）
【問20】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主として，マンション（販売価額3,000万円）について宅地
建物取引業者であるＢと売買契約を締結するに際して，当事者の債務不履行を理由とする契約
の解除に伴う損害賠償の予定額を1,200万円とする特約を定めた場合，この特約は有効である。
（17-43-1）（16-40-2）
＊＊＊ ２ 自ら売主の８種制限（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問12】× ［損害賠償請求，手付金の返還］
契約解除に伴う損害額と手付金を相殺することはできません。
クーリング・オフ制度は，原則として無条件に買主を保護するのが目的ですから，宅建業者
は，①損害賠償や違約金を請求することができず，また，②受領した手付金・申込証拠金その
他の金銭を全額返還しなければなりません。つまり，①と②の相殺は許されないのです。
＊ 契約費用を手付金から控除することもできません。また，Ａが契約の履行に着手していても
損害賠償を請求できません。
＊ 損害賠償・違約金→ 請求不可
申込金・手付金等→ 全額返還
【問13】× ［宅建業者間取引］
宅建業者Ｄが「喫茶店」で買受けの申込みをし，宅建業者Ａと売買契約を締結しても，クー
リング・オフによる契約解除はできません。
クーリング・オフ制度は，宅建業者間の取引には適用がありません。
【問14】× ［履行行為の完了］
「ホテルのロビー」で買受けの申込みをし，売買契約を締結した場合は，原則としてクーリ
ング・オフによる契約解除ができます。
しかし例外として，買主が，①物件の引渡しを受け，かつ，②代金全部を支払ったときは，
解除できる旨の告知がなくても，契約解除はできません。履行行為が完了した以上，冷静な判
断によりなされたものとされるのです。
＊ 代金の一部を支払っただけでは一部履行であり，契約解除できます。また，②代金全部を支
払っても，①物件の引渡しを受けていない場合には解除できます。
【問15】× ［買主に不利な特約］
クーリング・オフに関する特約で，買主に不利なものは無効です。
８日間の法定期間を，「10日間に延長」する特約は有効ですが，「７日間に短縮」する特約は，
買主に不利となり無効です。
＊ 「宅建業者が宅地造成工事を完了しているときは，手付金を返還しない」特約，「事務所等
以外の場所で契約をしても，解除できない」特約なども無効です。
【問16】○ ［損害賠償額の予定等の制限］
宅建業者が自ら売主となる売買契約の場合，当事者の債務不履行を理由とする契約の解除に
伴う損害賠償額を予定しまたは違約金を定めるときは，その合算額が代金の２／10を超えるこ
とはできません。
違約金「2,500万円」，損害賠償額の予定「1,000万円」（合算額3,500万円）とする特約は，
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価格１億7,000万円の２／10（3,400万円）を超えており，違反します。
【問17】× ［損害賠償額の予定等の制限］
特約で損害賠償額の予定または違約金を定めるときは，その合算額が代金の２／10を超えて
はならず，超えた場合は２／10を超える部分が無効です。
予定額「600万円」，違約金「600万円」とする特約（合計1,200万円）は，２／10（600万
円）を超える部分が無効であって，「すべて無効」となるのではありません。
＊ 結局600万円となります。
＊ ２／10を超える部分は無効ですから，その部分は請求できません。また，「損害賠償の額は
予定しなかったことになる」のでもありません。
【問18】× ［予定額を定めないとき］
損害賠償額の定めがない場合，当事者双方は実際に発生した損害の賠償責任を負うことにな
ります。損害賠償額を「売買代金の額の２割」と限定する規定は存在しません。
＊ 特約がないときは，双方とも，民法上の原則により，実際の損害額を立証すればその額を請
求できます。
【問19】× ［損害賠償額の予定と実際の損害額］
実際の損害額が予定額を超えることを「証明」しても，特約した「500万円」を超えて損害
賠償請求はできません。
もともと損害賠償額の予定は，損害の程度・額について立証を問題とせずに，損害賠償を一
律に解決する趣旨ですから。
■ これ，民法で勉強しましたね。
民法420条（賠償額の予定）
① 当事者は，債務の不履行について損害賠償の額を予定することができる。この場合におい
て，裁判所は，その額を増減することができない。
② 賠償額の予定は，履行の請求又は解除権の行使を妨げない。
③ 違約金は，賠償額の予定と推定する。
【問20】○ ［宅建業者間取引］
損害賠償額の予定等についての規制は，宅建業者間取引には適用されません。
宅建業者間で予定額を「1,200万円」と定めて，代金の２／10である600万円を超えていて
も，この特約は有効です。
□■ ３ 自ら売主の８種制限（３）／問題編
【問21】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主となって宅地建物取引業者でない買主Ｂと建物（完成物
件）を売買する場合に，Ａは，Ｂの承諾を得ているときは，契約自由の原則に則り，購入代金
の額の２／10を超える額の手付を受領できる。（14-40-1）
【問22】
宅地建物取引業者Ａは，自ら売主となり，宅地建物取引業者である買主Ｂと建物の売買契約
を締結し，代金の額の10分の３の金額を手付として受領した。この場合，Ａは宅建業法の規定
に違反する。（18-38-1）（1-48-2）（13-42-1）（16-40-3）
【問23】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主として，宅地建物取引業者でないＢと建築工事完了後の分
譲住宅についての売買契約（手付金500万円）を締結した。この場合，手付金の額が売買代金
の額の20パーセントを超えるときでも，Ａは，手付金全額について保全措置を講ずれば，手付
金を受領することができる。（9-44-3）（2-40-4）（4-41-4）（7-43-4）
【問24】
宅地建物取引業者Ａが自ら売主として，宅地建物取引業者でない買主Ｂと宅地（価格5,000

万円）の売買契約の締結に際し，ＡがＢから1,500万円の金銭を手付として受領した場合で，
その後，Ｂが手付を放棄して契約を解除したときには，Ａは，受領した金銭を一切返還する必
要はない。（8-46-1）
【問25】
宅地建物取引業者Ａが，宅地建物取引業者でないＢからＢの自宅近くの喫茶店で宅地の買受
けの申込みを受け，自ら売主としてＢと宅地の売買契約（手付あり）を締結した場合に，手付
の放棄により契約を解除できる旨の特約がない場合でも，Ｂは，Ａが契約の履行に着手するま
では手付を放棄して契約を解除することができる。（8-49-3）（9-39-2）（19-43-4）
【問26】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主となって宅地建物取引業者でない買主Ｂに建築工事完了前
のマンションを１億円で販売する売買契約締結時において，Ａが手付金として500万円をＢか
ら受領している場合，Ｂが契約の履行に着手していないときは，Ａは，Ｂに500万円を償還す
れば，当該売買契約を解除することができる。（19-34-1）
【問27】
宅地建物取引業者Ａが自ら売主となって，宅地建物取引業者でない買主Ｂと建物（完成物
件）を売買する場合に，Ｂが手付を支払った後，代金の一部を支払ったときは，Ａは，手付の
倍額を償還することによる契約解除はできない。（14-40-2）
【問28】
宅地建物取引業者Ａが自ら売主として，宅地建物取引業者でない買主Ｂとマンション（価額
5,000万円）の売買契約を締結した場合に，ＡＢ間の合意で，当事者の一方が契約の履行に着
手するまでの間の契約の解除について，Ｂは手付の半額を放棄し，Ａは手付の全額を償還して
解除することができると定めても，Ａは，手付の倍額を償還しなければ，解除することができ
ない。
（6-43-3）（3-49-3）（4-44-2･3）（5-43-1）（6-43-4）（7-43-3）（7-45-2）（8-49-4）
（9-39-3）（11-33-1）（13-41-3）（15-41-1）（18-39-3）（20-40-1）
＊＊＊ ３ 自ら売主の８種制限（３）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問21】× ［手付額の制限］
宅建業者が自ら売主となる場合，宅建業者でない買主から代金の２／10超の手付を受領する
ことはできません。これは，一般購入者を保護するための強行規定ですから，たとえ買主の
「承諾」があっても認められません。
【問22】× ［宅建業者間取引］
手付の額の制限は，宅建業者間取引には適用されません。
したがって，宅建業者Ｂから代金の２／10超の手付を受領しても，違反とはなりません。
＊ 宅建業者間取引
８種制限は，宅建業者間取引には適用されません。これらは，一般購入者を保護するために定め
られた規定ですから，専門業者である宅建業者同士の取引では，この規定に制約されることなく，
自由に定めることができます。
① 自己所有でない物件の売買制限
② クーリング・オフ
③ 損害賠償額の予定等の制限
④ 手付の額の制限／解約手付
⑤ 瑕疵担保責任についての特約の制限
⑥ 手付金等の保全措置
⑦ 割賦販売契約の解除等の制限
⑧ 所有権留保等の禁止
【問23】× ［手付額の制限］
宅建業者が自ら売主となる売買契約の場合，そもそも代金の２／10超の手付を受領すること
はできません。
したがって，手付金が「20パーセントを超える」場合には，全額について保全措置を講じた
としても，手付金を受領することはできません。
※ 手付金等の保全措置については次回練習します。
【問24】× ［手付額の制限］
宅建業者が，自ら売主となる売買契約の場合，代金の２／10超の手付は受領できません。
Ａは，受領した手付金1,500万円のうち，代金の２／10を超える部分の500万円は，買主Ｂ
が手付を放棄して契約を解除したときでも，返還する必要があります。
【問25】○ ［解約手付性］
特約がなくても，宅建業者が自ら売主として受領する手付は，すべて解約手付とされます。
したがって，買主は，宅建業者が「契約の履行に着手するまで」は，手付を放棄して契約解
除ができます。
【問26】× ［解約手付による解除］
「500万円を償還すれば」が誤りです。
宅建業者が自ら売主となって受領した手付は，すべて解約手付とされます。
したがって，相手方の履行着手前であれば，①買主は手付を放棄して，②宅建業者は倍額を
償還して，契約を解除できます。
Ａは「500万円」の倍額1,000万円を償還しなければ解除できません。
【問27】○ ［解約手付──履行の着手］
宅建業者が自ら売主となる売買契約で受領した手付は，すべて解約手付とされます。
したがって，相手方の履行着手前であれば契約を解除できます。いいかえれば，相手方の履
行着手後は，もはや解約手付による解除はできないのです。
買主が「代金の一部を支払った」のであれば，すでに履行に着手していますから，宅建業者
は，手付の倍額を償還しても契約解除はできません。
【問28】○ ［解約手付──買主に不利な特約］
解約手付は，相手方が契約の履行に着手するまでは，①買主は手付を放棄して，②宅建業者
はその倍額を償還して，契約解除できるとするものであり，これに反する特約で，買主に不利
なものは無効とされます。
宅建業者Ａが「手付全額」を償還して解除できるとする特約は，Ａの解除を容易にするもの
であって，買主Ｂに不利となり無効です。Ａは，手付の倍額を償還しなければ解除できません。
＊ 過去に出題された特約の内容
① 宅建業者が「手付の３倍」の額を償還する特約は，買主に不利とはならず，有効である。
② 「宅地の引渡しがあるまでは，いつでも手付を放棄して解除できる」とする特約は，買主の解
除の機会を広げるから有効である。したがって，宅建業者が登記移転などの履行に着手していても，
買主は契約解除ができる。
③ 契約解除を「契約締結後30日以内に限る」とする特約は，買主の解除権を制限するものであり，
無効である。
④ 宅建業者が「手付金等保全措置」を講じても履行の着手にはあたらず，買主は手付を放棄して
契約解除できる。
⑤ 「買主が契約解除するためには，手付金及び中間金を放棄しなければならない」とする特約は，
買主に不利となり無効である。
⑥ 買主が「手付金の半額」を放棄して解除できるとする特約は，買主には不利とならず，有効で
ある。
⑦ 手付を「証約手付」とする特約は，違反となる。
⑧ 宅建業者が契約の「履行を完了するまで」，買主が解除権を行使できるとする特約は，有効で
ある。
⑨ 宅建業者が受領した手付を「そのまま」返還して契約を解除できるとする特約は，倍額償還に
反し，買主に不利となり無効である。
＊ 手付(金），手附(金)は同じです。法改正の時期によりこの違いができました。
□■ ４ 自ら売主の８種制限（４）／問題編
【問29】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主として，宅地建物取引業者でないＢと建物の売買契約を締
結した場合に，「建物に隠れた瑕疵があった場合でも，その瑕疵がＡの責めに帰すものでない
とき，Ａは瑕疵担保責任を負わない」旨の特約は有効である。
（9-41-2）（5-45-1）（17-42-4）（19-41-3）
【問30】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主として，宅地建物取引業者でない買主Ｂと締結した宅地の
売買契約において，当該契約に「Ａが瑕疵担保責任を負う場合，Ｂは，損害賠償の請求をする
ことができるが，契約の解除ができるのは瑕疵により契約をした目的を達成できないときに限
る」旨定めた場合，その定めは無効である。
（11-33-2･3）（6-43-1）（7-45-1）（9-41-1）（20-40-4）
【問31】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主として，宅地建物取引業者でないＢと建物の売買契約を締
結した場合に，「Ａが瑕疵担保責任を負う期間は建物の引渡しの日から１年間とする」旨の特
約は無効であり，Ａは，引渡しの日から２年間担保責任を負う。
（9-41-4･3）（10-36-4）（14-41-1）（17-42-3）
【問32】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主として，宅地建物取引業者でないＢに対し宅地（造成工事
完了済み）を分譲しようとする場合に，「Ａが瑕疵担保責任を負うべき期間を当該宅地の引渡
しの日から２年間とする」旨の特約をしたときでも，Ａは，Ｂが瑕疵を発見した時から１年間
は瑕疵担保責任を負わなければならない。（7-43-1）
【問33】
宅地建物取引業者Ａが，自ら売主となり，宅地建物取引業者でない買主Ｂとの間で，中古住
宅及びその敷地である土地の売買契約を締結しようとする場合において，Ａが瑕疵担保責任を
負うべき期間について定める場合，「引渡しの日から１年」とする特約は無効であり，当該期
間は「引渡しの日から２年」となる。（15-41-4）（12-40-1）
【問34】
宅地建物取引業者Ａは，自ら売主となり，宅地建物取引業者である買主Ｂと建物の売買契約
を締結する際に，瑕疵担保責任を負わない旨の特約をした。この場合，Ａは宅建業法の規定に
違反しない。（18-38-4）（1-44-1）（2-40-1）（13-42-4）
＊＊＊ ４ 自ら売主の８種制限（４）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問29】× ［特約──瑕疵担保責任の性質］
瑕疵担保責任は，売主に過失がなくても負わなければならない無過失責任です。
瑕疵担保責任については，原則として，民法の規定よりも買主に不利となる特約は無効です
から，宅建業者Ａに過失がないときは，「Ａは瑕疵担保責任を負わない」とする特約は，買主
Ｂに不利な特約であり無効です。
【問30】× ［特約──瑕疵担保責任の内容］
瑕疵担保責任については，目的物の引渡しの日から２年以上とする期間についての特約のみ
が認められ，これ以外の特約で，民法の規定より買主に不利なものは無効とされます。
買主Ｂは，「損害賠償の請求をすることができるが，契約の解除ができるのは瑕疵により契
約をした目的を達成できないときに限る」とする特約は，民法の規定どおりであり，Ｂに不利
とはいえないため，有効です。
■ 本問は，民法の規定（原則）を正確に知っておかないと正解できません。
再確認しておきましょう。
■第５７０条（売主の瑕疵担保責任）
「売買の目的物に隠れた瑕疵があったときは，第５６６条の規定を準用する。」
↓ 準用して言い換えると，以下のようになります。
■第５６６条（地上権等がある場合等における売主の担保責任）
① 売買の目的物に隠れた瑕疵がある場合において，買主がこれを知らず，かつ，そのため
に契約をした目的を達することができないときは，買主は，契約の解除をすることができ
る。この場合において，契約の解除をすることができないときは，損害賠償の請求のみを
することができる。
② （略）
③ 前二項の場合において，契約の解除又は損害賠償の請求は，買主が事実を知った時から
１年以内にしなければならない。
＊ 瑕疵担保責任は，隠れた瑕疵があること，つまり，買主が瑕疵の存在を知らなかったことが
要件ですから，「買主が知っていた瑕疵については責任を負わない」とする特約も，民法の原則ど
おりであり，有効な特約となります。
【問31】× ［特約──瑕疵担保責任の期間］
買主に不利となってもよい特約は，「目的物の引渡しの日から２年以上とする」いう責任期間
だけです。つまり，「建物の引渡しの日から１年間」とする特約は，買主に不利となり無効で
す。
特約が無効の場合は，民法の原則が適用され，責任期間は，買主が瑕疵を知った時から１年
以内となります。
■ 宅建業者が自ら売主となる場合の瑕疵担保責任については，
① 買主には，契約解除（目的達成不可のとき）または損害賠償請求が認められる
② 買主は，瑕疵を知った時から１年以内に，①の権利を行使しなければならない
という民法の原則があります（民法566条，570条）。
当事者間で，①，②と異なる特約はできますが，買主に不利な特約は無効とされ，この場合
には，民法の原則どおり，①，②が適用されます。
ただし，買主に不利となる特約でも，②の期間については，宅建業法に基づく特約で「引渡
しの日から２年以上」とすることができます（引渡しを受けてから春夏秋冬を２回過ごせば，
隠れた瑕疵も発見できるだろうというわけです）。
民法の原則によると，宅建業者は，物件の引渡し後５年でも10年でも，とにかく買主が瑕疵
を発見するまでは責任を負わなければならず，これでは厳しすぎるとして，特約で民法の原則
を修正してもいいことにしたのです。
■ 売主の瑕疵担保責任の期間（買主の権利行使期間）
（民法の原則） （宅建業法の特約で修正）
瑕疵を知った時から１年以内⇒⇒ 物件引渡しの日から２年以上
【問32】× ［特約──瑕疵担保責任の期間］
宅建業者が瑕疵担保責任を負うべき期間を，宅地の「引渡しの日から２年間」とする特約は，
宅建業法の規定どおりであり有効ですから，この特約が適用されます。
したがって，宅建業者Ａは，買主「Ｂが瑕疵を発見した時から１年間は瑕疵担保責任を負わ
なければならない」（つまり民法の原則による）は，誤りです。
【問33】× ［特約──瑕疵担保責任の期間］
瑕疵担保責任の期間を「引渡しの日から１年」とする特約は無効です。
特約が無効の場合は，民法の原則どおり，買主が瑕疵の事実を知った時から１年以内となり
ます。
【問34】○ ［宅建業者間取引］
瑕疵担保責任に関する特約の制限は，宅建業者間取引には適用がありません。
したがって，宅建業者ＡＢ間で，「瑕疵担保責任は負わない」旨の特約をしても何の問題も
なく，違反とはなりません。
＊ 宅建業者間では，「引渡しの日から６月間」「引渡しの日から１年」などの特約も，有効です。
＊ 「瑕疵担保責任は一切負わない」とする特約も，違反とはなりません。
